
 

令和８年度 おきなわ農林産物県外出荷促進事業（流通環境整備）補助金 

流通改善事業 

事業計画書 

 

事業の申請者 
団体名 ○○○○  
代表者 役職・氏名  〇〇〇・〇〇〇〇 
所在地 〒000-0000 沖縄県○○市○○○○○○○○○○○○○○ 

事業実施の  
担当者 

事業実施の責任者 
部署名・役職名・氏名 所在地 

 ○○○部 ○○○ ○○太郎 〒000-0000 沖縄県○○市
○○○○○○○○○○○
○○○ 

電話番号 E-mail 
098-000-0000  aa01234566@abcd.co.jp 

事業実施の担当者（事業の窓口となる方） 
部署名・役職名・氏名 所在地  

○○○部 ○○○○ ○○○次郎 
○○○部 ○○○○ ○○○花子 

同上 
電話番号 E-mail 

098-000-0000  aa01234566@abcd.co.jp 

事業の主たる
実施場所 

○○○○○○○○○(地域、物流拠点等を記入) 

 

対象となる農林水産物  ○○○○ 

生産地  ○○○○ 

 

事業効果 

 資材や設備等の導入・更新により得られる効果（ 指標） について記入する。 

 

項目 ①申請前 ②補助事業終了後 増減率（％） 

(②-①)/①×100 

（ 例）廃棄率 〇％ 〇％ 〇％ 

 ※「①申請前」には、本補助金申請時における直近１年間の実績を記入する。  

 ※「②補助事業終了後」には、資材等導入を踏まえた計画値（１年間）を記入する。 

  計画値は、算定根拠（資材等の機能を説明する資料等）を添付すること。  

※「項目」には、廃棄量（ロス率）、輸送量（船舶輸送率）、売上高、売上総利益、 

生産性等、資材等の導入前後で効果を明らかにできる指標を用いる。 

    

 

 



 

本年度の事業計画 

 

目的： 

 鮮度保持技術に定評のある○○については、導入により販売量の向上に期待できるもの

の、組合農家の導入コスト負担が課題となっている。本補助事業を活用し、導入効果を

実感してもらうことで、補助事業終了後の自走化に弾みをつける。 

※ 生産・出荷団体の課題と、それに対してどのように解決に取り組むか等を記載する。 

 

実施予定（日時（期間）・場所・個数（回数）・対象等）： 

 ・日時 令和８年〇月○日～令和９年３月３１ 日 

・場所 集荷場にて導入資材を配布 

・個数 ○個（月○個×４月） 

・対象 ○○を生産している組合農家 

 

実施内容： 

（例）①品質及び衛生管理の高度化 

○○を導入し、流通過程の廃棄ロス率を低減し、商品の付加価値を高めることで、

顧客の信頼を獲得し、販売量の増加につなげる。 

 

※実施内容は、公募要領記載「申請の要件」「事業内容」等に沿った内容となっている

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実施内容は、県産農林水産物の県外出荷に関して、流通過程における品質を向上させる

取組（コスト低減・環境への配慮等を含む。）となっていること。 

 

※必要に応じて本年度の事業実施スケジュールは別紙として添付すること。 

 

 


